
横浜港港湾脱炭素化推進計画
【概要版】

令和７年（2026）年4月改訂
（令和7年（2025年）3月策定）

横浜市（横浜港港湾管理者）
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橘川武郎座長（国際大学学長、東京大学・一橋大学名誉教授）

横浜港脱炭素化推進臨海部事業所協議会・橘川座長コメント

今回横浜市が策定した「横浜港港湾脱炭素化推進計画」（以下、「横浜港計画」）は、国
が全国各地で進めているカーボンニュートラルポート事業の先頭を走るものである。根拠は、
いくつかある。第１は、グリーンメタノールを利用して、他港ではほ
とんど取り上げられていないコンテナ船燃料の脱炭素化をめざしてい
ることである。第２は、大企業のみならず中小企業をも金融支援対象
とする「横浜港サステナブルファイナンス・フレームワーク」を立ち
上げることである。第３は、横浜港臨海部が、東京湾のはるか沖合に
建設される予定である浮体式洋上風力の発生電力の受入拠点となる構
想が存在することである。これらはいずれも、「横浜港計画」にしか
ない独自の特徴である。

他の諸施策も含めて、「横浜港計画」が着実に社会実装されること
を、願ってやまない。（2025年3月25日）

全国の先頭を走る計画
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【概要版抜粋】CNP形成にあたり横浜港の特色を生かした取組

次世代船舶燃料の普及促進 グリーン電力供給拠点の形成に向けた検討 横浜港ＣＮＰサステナブル
ファイナンス・フレームワーク

電気運搬船

電力供給拠点

洋上変電所

洋上風力発電施設

作業船

風力発電部品工場

陸上電力供給設備の整備

ブルーインフラ
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工業エリア

コンテナ物流エリア 自動車輸出エリア

旅客ターミナル・商業エリア

富士山

1. 基本的な方針

外航船舶寄港数は1964年以降現在に至るまで国内第１位であり、まさに世界に開かれた日本を代表する港
湾である。「国際競争力のある港」、「観光と賑わいの港」、「安全・安心で環境にやさしい港」を３つ
の柱とし、横浜経済の活性化と市民生活を豊かにする総合港湾づくりを目指している。

1-1. 横浜港の概要
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1. 基本的な方針

1-1. 横浜港の概要
①横浜港の取扱貨物及び入港船舶数の概況

コンテナ 完成自動車

ドライバルク液体バルク クルーズ船寄港数

47.6百万トン

320万TEU

14.4 百万トン

858,000 台

22.0 百万トン 15.2百万トン 209 隻

2025年 総貨物取扱量：103,464,784トン 2025年 入港船舶総数：27,560隻

外航船入港数

内航船入港数

8,536 隻

19,024 隻
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1. 基本的な方針

1-1. 横浜港の概要
②公共ターミナルの状況 ③エネルギーインフラの立地状況
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1. 基本的な方針

1-1. 横浜港の概要
⑤原油・石炭・液化天然ガスの取扱量状況

A

A：電源開発磯子火力発電所のみ稼働
B：JERA横須賀火力1号機、2号機が順次稼働開始
C：電源開発磯子、JERA横須賀が通年稼働

B

C
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1. 基本的な方針

1-2. 計画の対象範囲

臨港地区

臨港地区以外

港湾区域

・本計画の対象範囲は右図のとおり
・横浜市の臨海６区の一部（町丁で設定）と港湾法による
港界で仕切られた海面

・下図は横浜港の主な公共ターミナル（右図の一部）



Port and Harbor Bureau, City of Yokohama 9

①臨海部の脱炭素化に向けた取組方針
横浜市臨海部に立地する企業が中心となる取組であり、水素及び水素誘導体（メタノール、アンモニ
ア、合成メタン等）によるエネルギー転換、再生可能エネルギーの導入、省エネ設備の導入及び新た
な技術開発等を推進していく。

②埠頭における脱炭素化に向けた取組方針
国際コンテナ戦略港湾として、コンテナターミナル等の公共ターミナルにおける脱炭素化を進め、選
ばれる港となるための取組である。具体的には、荷役機械の低・脱炭素化、管理棟・上屋・照明設備
のＬＥＤ化及び再生可能エネルギー由来の電力の活用を図る。また、船舶については、次世代燃料船
舶へのバンカリングの実現、陸上電力供給設備の整備を進め、車両については、電動化やモーダルシ
フトを推進する。

③豊かな海づくりに向けた取組方針
□藻場・浅場の形成等、ブルーカーボン生態系の活用を推進する。

1. 基本的な方針

1-3. 取組方針



Port and Harbor Bureau, City of Yokohama 10

１.基本的な方針

横浜港が目指すカーボンニュートラルポート構想
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2. 計画期間／3. 計画の目標

・横浜市臨海部からの温室効果ガス排出量は約909万t（2013年度推計値）
・2030年度に約480万トンまで排出量を削減することを目標とする（2013年度比47％減）
・2040年度に約240万トンまで排出量を削減することを目標とする（2013年度比74％減）
・2050年度に排出量実質ゼロを目標とする

KPI
(重要達成度指標)

目標値

短中期
(2030年度)

中期
(2040年度)

長期
(2050年度)

①横浜市臨海部からの
二酸化炭素排出量

480万t/年
（2013年度比47％減）

240万t/年
（2013年度比74％減） 実質0t/年

②ブルーインフラの
保全・再生・創出
(二酸化炭素吸収量)

約150t/年 約200t/年 約250t/年

3-1. 横浜港港湾脱炭素化推進計画の目標
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3. 計画の目標

3-2. 温対法や国際ルールに対応した温室効果ガス排出量の推計

 内航船 外航船 

地球温暖化対策実行計画による推計値 採用 推計の対象外 

Fourth IMO GHG Study 2020による推計値 
不採用 

（実行計画を優先） 
採用 

 

・KPIとなるCO2排出量を部門別に推計しているのは横浜市のみ
・停泊中船舶からのCO2排出量の推計方法は横浜市が提唱する方法が国のマニュアルに採用されている
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3. 計画の目標

3-2. 温対法や国際ルールに対応した温室効果ガス排出量の推計
・RIGHTSHIP社のMaritime Emissions Portalを横浜港が日
本で初めて採用した

・横浜市は海外先進港と同水準で横浜港内を航行中の船舶か
らの温室効果ガスや環境汚染物質の排出量を把握している。

・温室効果ガスが多く排出されているエリアについて、今後
さらに分析する予定である。
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港湾区域内のGHG削減に向けて、Blue Visby Consortiumに参画 (https://bluevisby.com/)

デジタル技術を活用して船舶の航行を最適化し、船舶から排出される温室効果ガス排出量の削減を目指す
Blue Visby Consortium（ブルー・ヴィスビー・コンソーシアム）に日本港湾として初めて参画した。
海運業においては、速く航行して目的地近辺で待機する「Sail Fast, then Wait」が慣習となっており、結
果的により多くの温室効果ガスが排出されている。本コンソーシアムの分析、実証研究によると、船舶群
が共同で航海速度と到着時間を調整すると、15%以上の温室効果ガスの削減が可能だとされている。

3. 計画の目標

3-2. 温対法や国際ルールに対応した温室効果ガス排出量の推計

https://bluevisby.com/
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横浜市臨海部 横浜市域
市臨海部
／市域
(％)

排出量
(万t-CO2)

構成比
(％)

排出量
(万t-CO2)

構成比
(％)

陸域からの排出量 603.9 97.3 1,583.1 98.9 38.1

エネルギー転換部門 245.4 39.5 245.8 15.4 99.9

産業部門 141.0 22.7 185.6 11.6 75.9

業務部門 92.8 14.9 351.6 22.0 26.4

運輸部門 72.8 11.7 342.5 21.4 21.3

廃棄物部門 43.8 7.1 55.7 3.5 78.6

家庭部門 8.2 1.3 401.9 25.1 2.0

停泊中外航船舶 16.9 2.7 16.9 1.1 100.0

合計 620.8 100.0 1,600.0 100.0 38.8

〇横浜市臨海部からのCO2排出量（2023年度)
・横浜市臨海部からのCO2排出量は横浜市域全体の約４割を占める
・市臨海部CO2排出量内訳は、エネルギー転換部門が約４割を占め、
以下、産業部門、業務部門と続く。

・温対法や国際ルールに対応した温室効果ガス排出量推計をしている。

破線(外周)：横浜市域から排出されるCO2
実線(内周)：臨海部から排出されるCO2

3. 計画の目標

3-2. 温対法や国際ルールに対応した温室効果ガス排出量の推計
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3. 計画の目標

3-3. 温室効果ガス吸収量の推計

対象施設等 所有・
管理者

CO2吸収量
2024年度

護岸等に生息する海草・海藻
類
場所：護岸、消波ブロック、
浅場など

横浜市等 約100
t-CO2/年

生物共生型護岸のイメージ
浅場等に生息する海草等のイメージ
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※1 緑色の棒グラフ：本計画のＫＰＩ
※2 青色の棒グラフ：地球温暖化対策計画（2025年２月18日閣議決定）の目標から算出した参考値
※3 黄色の棒グラフ：グローバルストックテイクを考慮した参考値

3. 計画の目標

3-4. 温室効果ガス排出量の削減目標の検討
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複数の研究機関やコンサルティング企業が公表しているシナリオを活用して、2050年の一次エネルギー
供給量見通しを独自に作成した（横浜市港湾局及び国立環境研究所小野寺弘晃研究員が作成）

3. 計画の目標

3-5. 水素等次世代エネルギーの需要推計及び供給目標の検討
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取組内容 実施主体
照明、空調・熱源、生産設備等の省エネ化 AGC㈱、㈱扇島ﾊﾟﾜｰ等

建物脱炭素化（複数取組） NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱、
㈱日立製作所等

未利用エネルギーの活用 東亞合成㈱
太陽光発電、洋上風力発電
（風車部品の製造）

㈱IHI、
東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱

脱炭素電力・燃料の使用(CO2ﾌﾘｰ電力等) JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱等

発電機の更新、水素・アンモニア利用 日清ｵｲﾘｵｸﾞﾙｰﾌﾟ㈱等

次世代燃料バンカリング 三菱ｶﾞｽ化学㈱、出光興産㈱

合成メタンの供給 東京ｶﾞｽ㈱

LNG火力・石炭火力発電の水素利用 ㈱JERA、電源開発㈱

その他（各種技術開発・実証等） ENEOS㈱、
JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱等

項 目 合 計

①基準年CO2 排出量（2013年） 909.3万t

②直近年CO2 排出量（2022年） 639.4万t

③港湾脱炭素化促進事業による
CO2 排出量の削減量
  （2023～2050年）※1

37.9万t

④基準年からの削減量
（①-②＋③） 307.8万t

⑤削減率（④／①）※2 33.9%

CO2排出量の削減効果

※1 臨海部における港湾脱炭素化促進事業の合計値
35.2 万t と埠頭における港湾脱炭素化促進事業の
合計値2.7 万t を足した値

※2 A港14.3%、B港17.0%、C港7.6%

4. 港湾脱炭素化促進事業・実施主体

4-1-1. 臨海部の脱炭素化に向けた取組
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取組内容 実施主体

照明設備の省エネ化 横浜川崎国際港湾㈱、
横浜港埠頭㈱、横浜市等

太陽光発電、脱炭素電力・
燃料の使用

横浜川崎国際港湾㈱、
横浜港埠頭㈱、横浜市等

脱炭素化荷役機械の導入 横浜川崎国際港湾㈱等

次世代燃料バンカリング、
船舶の脱炭素化 横浜市、日本郵船㈱等

陸上電力供給設備の導入 横浜川崎国際港湾㈱、
横浜市等

項 目 ターミナル
内

出入り船
舶・車両 合 計

①基準年CO2排出量
（2013年） 3.7万t 33.7万t 37.4万t

②直近年CO2排出量
（2022年） 2.6万t 32.6万t 35.2万t

③促進事業による削減
量（2023～2050年） 2.6万t 0万t 2.6万t

④基準年からの削減量
（①-②＋③） 3.7万t 1.1万t 4.8万t

⑤削減率（④／①） 100% 3.3% 12.8%

CO2排出量の削減効果

4. 港湾脱炭素化促進事業・実施主体

4-1-2. 埠頭における脱炭素化に向けた取組

・2026年４月現在、港湾脱炭素化促進事業として、46主体146事業を定めた
・企業等の皆様から新たな提案があれば追加して充実させていきたい
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横浜港脱炭素化推進臨海部事業所協議会等を定期的に開催し、本計画の推進を図るとともに、計画の進捗
状況を確認・評価する

21

5. 計画の達成状況の評価

5-1. 計画の達成状況の評価等の実施体制

2121

横浜港脱炭素化推進臨海部事業所協議会

構成企業等

学識経験者
国際大学学長、東京大学・一橋大学名誉教授 橘川武郎 【座長】
国立環境研究所 社会システム領域 研究員 小野寺弘晃（博士（工学））
北里大学 獣医学部 グリーン環境創成科学科 講師 村田 裕樹（博士（農学））

関係行政機関 事務局 横浜市港湾局、脱炭素・GREEN×EXPO推進局
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横浜市が作成した『横浜港CNPサステナブルファイナンス・フレームワーク』を通じて、民間企業等が港
湾脱炭素化促進事業として位置づけた取組の資金調達時にサステナブルファイナンスにアクセスしやすく
することで、民間企業等の脱炭素の取組を金融面から後押しする

5. 計画の達成状況の評価

5-3. 計画の達成を促進する取組

本フレームワークのご利用の
手順や必要書類等はコチラ

みずほ銀行、横浜銀行など
合計８社の金融機関などが参加

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/ycnpfw.html
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5. 計画の達成状況の評価

5-3. 計画の達成を促進する取組

YOKOHAMA EV-TUGYokohama Bayside Building

グリーンローンに関する融資契約の概要

借入人 ダイトーコーポレーション

貸付人 みずほ銀行

契約金額 9.5億円

契約締結日 2025年3月25日

資金使途 電動タグボート建造資金

グリーンローンに関する融資契約の概要

借入人 上野グループホールディングス

貸付人 横浜銀行

契約金額 非公表

契約締結日 2025年8月1日

資金使途
本社ビルの大規模修繕におけるＬＥ
Ｄ照明化、空調設備更新による省エ
ネ化及び太陽光発電設備の設置

Yokohama EV-TUG

グリーンローンに関する融資契約の概要

借入人 上野グループホールディングス

貸付人 みずほ銀行

契約金額 非公表

契約締結日 2026年1月29日

資金使途 旧本社ビルの大規模修繕における空
調設備更新による省エネ化第一上野ビル

グリーンローンに関する融資契約の概要

借入人 みなとみらい２１熱供給株式会社

貸付人 民間銀行６行（アレンジャー兼エー
ジェント 横浜銀行）

契約金額 84億円

契約締結日 2026年3月18日

資金使途 みなとみらい２１地区における地域
冷暖房の第３プラント建設費

MM２１地域冷暖房
新設プラント

EVタグボートや地域冷暖房の新設プラント等、『横浜港CNPサスティナブルファイナンス・フレームワー
ク』を活用し、累計４件・約１００億円のグリーンローン契約を締結
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・今後の電力需要想定

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-1-1. 洋上風力発電によるグリーン電力を横浜市臨海部に供給する方法の検討

・電気運搬船と浮体式洋上風力発電への期待

増加率は北海道が最も高いが、
増加量は東京が断トツで大きい
（OCCTO2025年度需要想定）

洋上風力発電を排他的経済水域(EEZ)まで広げる検討が進む一方で、日本
周辺の水深は深く送電線敷設が困難と言われる。そこで、電気運搬船の
実現に期待し、本市は2024年4月に東電PG及び海上PGと覚書を締結
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・2025年1月、横浜市は東電PG・海上
PG・戸田建設・三菱UFJ銀行と覚書を
締結した

・浮体式洋上風力発電由来の電力を横浜
市臨海部を起点として供給する方法と
ともに、洋上風力発電事業に関する地
域共創について検討する

・第７次エネルギー基本計画で再生可能
エネルギーを主力電源として最大限導
入する方向性が示された

・水深300m以深の海域での浮体式洋上
風力発電及び電気運搬船の活用促進の
検討を行う

・2025年6月、「再エネ海域利用法」改
正により排他的水域（EEZ）でも海域
利用が可能となった

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-1-1. 洋上風力発電によるグリーン電力を横浜市臨海部に供給する方法の検討



Port and Harbor Bureau, City of Yokohama 26

横浜市内に本社・支店・工場等の事務所がある建設業、製造業、技術サービス業など、約 3,000 社
の事業者を対象に洋上風力発電関連産業への取組状況の調査を実施しました。

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-1-1. 洋上風力発電によるグリーン電力を横浜市臨海部に供給する方法の検討

横浜市内企業の皆様による
洋上風力発電関連産業への
取組状況の紹介は、コチラ

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/top.files/0148_20260421.pdf
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多くの場合CO2排出量は「間接排出量」として整理されるが、本計画のようにエネルギー企業が集積する
臨海部の脱炭素化を目指す計画の場合、発電事業によるCO2排出量を「直接排出量」で把握する必要があ
ると考える

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-1-2. 横浜市臨海部における発電事業の状況整理
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環境省SHK制度の公表資料から横浜市内発電所のCO2排出量を整理

■2019-2021年 ３か年平均CO2排出量（単位：t）

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-1-2. 横浜市臨海部における発電事業の状況整理

発電所名称 エネルギー起源CO2 エネルギー起源CO2
（発電所配分前）

扇島パワー 扇島パワーステーション 68,116 2,620,343
電源開発 磯子火力発電所 361,120 6,235,148
ＪＥＲＡ 横浜火力発電所 135,897 6,875,186
ＪＥＲＡ 南横浜火力発電所 76,648 1,282,933 

合計 ①641,781 ②17,013,610
前頁のグラフは、16,371,829トン（②-①）を配分前に戻したもので、横浜市域外で使用される電力も含む
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（1）次世代船舶燃料の普及促進

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-3. 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組
（2）環境に配慮した船舶に対するインセンティブ制度

（4）水素燃料電池方式へ換装可能な荷役機械(RTG)の導入
（5）陸上電力供給の推進
（7）Green Shipping Corridorの取組

アンモニア

メタノール
写真提供：商船三井、国華産業、三菱ガス化学、出光興産、横浜市
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（8）IAPHやC40など国際NGOとの連携

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-3. 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組

C40グリーンポートフォーラム2024ワークショップ C40グリーンポートフォーラム2025ワークショップ
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（8）IAPHやC40など国際NGOとの連携

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-3. 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組

・全世界の港湾を代表する「国際港湾協会」が、世界各地の港湾から脱炭素、
インフラ、健康安全など６つのカテゴリーでプロジェクトを募集
・専門家の審査や一般投票を経て、最優秀賞(Winner)が選出
・Climate and Energy 部門で受賞
・カーボンニュートラルポートの形成に向けて、官民連携を通じた様々な取組
を推進する包括的なプロジェクトについて紹介

2025年10月に『国際港湾協会サステナビリティアワード最優秀賞』を我が国港湾で初受賞。
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（8）IAPHやC40など国際NGOとの連携

6. 計画の実施に関して港湾管理者が必要と認める事項

6-3. 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組

カリフォルニア州政府や米国連邦政府にも助言を与えるなど、米国の港湾・
エネルギー政策に精通するデビッド・ウーリー教授が横浜市の「横浜港
港湾脱炭素化推進計画」に関するレポートを発表されました(2026年3月)。

英語版レポート

日本語版レポート

①電力供給・送配電インフラの拡充計画が電化と並行して進められなければ、
脱炭素化の取組が長期にわたり停滞する可能性がある。
②水素パイプラインの構想は極めて複雑で長期にわたる取組であるが、継続的
な情報発信は有益な示唆を与え得ると考えられる。
③代替船舶燃料について、内航船舶の電化及び低・脱炭素液体燃料のサプライ
チェーン構築における横浜港の役割を詳述することが望ましい。
④メタンはCO₂の約86倍の温室効果を持つため、計画を更新する
際には、メタン排出削減目標の設定も検討することが望ましい。

https://www.pacificenvironment.org/wp-content/uploads/2026/03/PE-Berkeley-Japan-CNP-Certification-Report_English-Final.pdf
https://www.pacificenvironment.org/wp-content/uploads/2026/03/PE-Berkeley-Japan-CNP-Certification-Report_Japanese-Final.pdf
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日本語 English

横浜港におけるカーボンニュートラルポートの取り組み
Carbon-Neutral Port Initiatives of Port of Yokohama

【お問い合わせ先】
横浜市港湾局政策調整課
電話：045-671-7165

Mail：kw-seisaku@city.yokohama.lg.jp
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